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習志野市光輝く高齢者未来計画２０２７ 

（高齢者保健福祉計画・第１０期介護保険事業計画）骨子案について 
 

 

１．計画の概要 

（１）高齢者保健福祉計画 

   老人福祉法第20条の8に基づき、老人居宅生活支援事業及び老人福祉施設による事業の

供給体制の確保に関して市が定める計画です。 

（２）介護保険事業計画 

   介護保険法第117条に基づき、市町村が行う介護保険事業に係る保険給付の円滑な実施

に関して市が定める計画です。 

  ⇒2つの計画は、一体のものとして作成するよう定められています。 

（３）計画期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．計画策定の背景と計画の基本理念 

 日本における高齢化は進行を続けており、本市における高齢化率は令和 8（2026）年 4月時

点で 23.7％でありますが、令和 22（2040）年には 31.0％になると推計しております。 

また、一人暮らしの高齢者や高齢者世帯が増加していることや、地域社会や家族関係が希

薄化するなど、高齢者を取り巻く環境が大きく変化してきております。さらに、令和 22（2040）

年にかけて就労可能な現役世代の減少も予測されております。 

こうした中でも高齢者が住み慣れた地域でその人らしい暮らしを続けられるよう、医療、

介護、介護予防、住まい、生活支援を一体的に提供する、地域包括ケアシステムの推進に取

り組んでいく必要があります。 

また、個人や世帯が抱える課題に対して、地域住民や地域の多様な主体が、世代や分野を

超えてつながり、課題を解決していく地域をともにつくる、地域共生社会の実現を目指して

いく必要があります。 
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地域包括ケアシステムの深化・推進を目指す効果的な施策の展開 
地域共生社会の実現に向けた取り組み 
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 このようなことを踏まえ、第 10期計画の基本理念については、 

「            検討中            」 

を掲げることとします。 

 

３．施策の展開を導く流れについて 

（１）施策の展開を導く流れについて 

   次の 4段階により施策を導くものとします。 

基本理念 → 本市の現状と課題の考察 → 基本目標  → 目標実現のための施策 

   ※目標実現のための施策については、素案の中で提示する予定です。 

（２）本市における現状と課題 

   ①孤立しやすい独居高齢者、高齢者世帯の増加 

   ②認知症高齢者の増加と適切な理解の必要性 

   ③在宅サービスへのニーズの高まり 

   ④介護者の負担の増大 

   ⑤生活支援サービス（介護保険外サービスを含む）の担い手の不足 

   ⑥介護人材の不足 

   ⑦介護給付費（社会保障費）の増大 

（３）基本目標 

基本目標１ 自分に合った生活場所と介護サービスの充実 

基本目標２ だれもが安心して暮らし続けるための相談支援・生活支援の充実 

基本目標３ いつまでも元気に暮らすための自立支援・介護予防 

基本目標４ 地域で支え合う仕組みの拡大 

この 4 項目の基本目標は、昨年度実施した高齢者等実態調査の結果から見えてきた本

市における現状と課題を踏まえて設定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和８年８月６日 

令和８年度第２回介護保険運営協議会資料 

審議事項（１）-３ 

3 

 

４．第１０期計画策定にあたり国が示す基本指針について 

国は、第 10期計画の策定に向け、社会保障審議会介護保険部会において議論を行い令

和 8年 3月 26日付事務連絡「第 10期介護保険事業（支援）計画の策定に向けた事前準備

に関する留意事項について」を発出し、市町村における計画策定の方向性を下記のように

示しました。その後、7月 15日に実施された全国介護保険担当課長会議において基本指針

案が提示され、今後、分科会の協議や他部局との協議を経て第 9 期と同様に 12 月頃基本

指針が告示されるとみられます。 

 

（１）第 10期計画策定に係る背景 

 第 10期計画は、高齢者人口がピークを迎える 2040年を見据え、増加する介護ニーズへ

の対応と、生産年齢人口の減少による介護人材不足への対応を両立させながら、持続可能

な介護サービス提供体制を構築していくことが求められています。 

 また、地域ごとに異なる人口動態や介護需要の変化を踏まえ、医療・介護・介護予防・

住まい・生活支援が一体的に提供される地域包括ケアシステムのさらなる深化・推進を図

ることが重要とされています。 

（２）第 10期計画策定に向けた主な方向性 

①2040年を見据えた中長期的な介護需要やサービス基盤の分析・整備を進めること。 

②地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの深化・推進を図ること。 

③介護人材の確保、生産性向上、DXの推進などにより、持続可能な介護サービス提供体制 

を構築すること。 

 

５．認知症施策推進計画の策定について 

  全国的な高齢化の進展に伴い、認知症高齢者数の増加が見込まれております。 

  認知症は誰もがなり得るものであり、認知症の人やその家族が住み慣れた地域で安心し

て暮らし続けられる環境づくりが重要な課題となっています。 

 

  こうした中、令和 6 年 1 月に「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」が施行

されました。同法では、認知症の有無にかかわらず、誰もが個性と能力を発揮し、支え合

いながら暮らすことができる共生社会の実現を目指すべく、認知症施策推進計画の策定が

義務化されました。 

 

  計画策定にあっては、「共生社会の実現を推進するための認知症基本法」に基づき、国の

認知症施策推進大綱等の内容も踏まえながら、第 10期計画と一体的に策定します。 


